
 

 

豊丘村若い世代の住宅取得補助金交付要綱 

平成29年４月１日 

訓令第８号 

豊丘村若い世代の住宅取得補助金交付要綱(平成27年豊丘村訓令第16号)の全部

を改正する要綱をここに公布する。 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、本村の人口増加と若い世代の定住化を促進し、魅力あるむ

らづくりの推進を図るため、村内に住宅を新築、増改築リフォーム又は中古住

宅を取得した者に対し、予算の範囲内において交付する補助金に関し、豊丘村

補助金等交付規則(平成２年豊丘村規則第４号)に定めるもののほか、必要な事

項を定める。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 定住 別荘等一時的に使用する目的又は賃貸販売等の営利目的ではな

く、永住を前提として本村に住民登録し、かつその生活の本拠を本村に有す

ること。 

(2) 住宅 台所、便所、浴室及び居室を有し利用上の独立性を有する延べ床

面積50m２以上280m２未満の住宅で、専ら自己の居住の用に供するもの(併用住

宅で延べ床面積の２分の１以上を住宅の用に供していると村長が認定したも

のを含む。)。 

(3) 中古住宅 建築後１年以上経過した、過去に居住の用に供されたことの

ある住宅(土地を含む。)で、前号の条件を満たすものをいう。ただし、３親

等内の親族から購入する住宅は除く。 

(4) 増改築リフォーム 子世帯又は親世帯が、転居又は転入を伴わない世帯

の世帯員が現に居住している住宅(賃貸用の住宅を除く。)を新たに同居の目

的で、住宅の機能向上のために行う次のいずれかの工事であるものとする。 

ア 既存の住宅に付け加えて建設するもので、床面積10m２以上の居室１部屋

以上が増床となるもの。ただし、既存の住宅の一部を取り壊し、新たに付



 

 

け加えて建設する場合も含むものとする。 

イ 既存の建物の一部を取り壊し、従前と同様の用途、規模のものに建て替

えるもの。 

ウ 多世代同居のために必要な補修、改造若しくは設備改善のための工事で

あるもの。 

(5) 同居 申請者又はその配偶者の親が、申請者世帯と同一の住宅、又は同

一敷地内に建つ住宅、あるいは連続した敷地に建つ住宅に居住することをい

う。 

(補助対象住宅) 

第３条 補助金の交付の対象となる住宅(以下「補助対象住宅」という。)は、次

の各号のいずれにも該当する住宅とする。 

(1) 新築及び中古住宅においては、居住を目的に玄関、居室、便所、台所及

び風呂を備え、当該居住を目的とした部分の延床面積が50m２以上280m２未満

であること。増築においては、10m２以上の居間１部屋以上が増床となるこ

と。 

(2) 建物について平成27年４月１日以降に申請者名にて表題登記がされてい

ること。なお、建物が未登記の場合は、地方税法(昭和25年法律第226号)第

341条第13号に規定する家屋補充課税台帳に登録される建物であること。増

改築リフォームにおいては、申請者名にて建築工事の契約が行われているこ

と。 

(補助対象者) 

第４条 この要綱に基づき補助金の交付を受けることができる者は、村内に住宅

取得をした者(補助対象住宅の所有権が複数の者の共有に属するときは、２分

の１以上の持分を有する代表者に限る。)であって、次に掲げる要件を満たす

ものとする。ただし、増改築リフォームにおいては、建築工事契約者であっ

て、次に掲げる要件を満たす者とする。 

(1) 本村の住民基本台帳に記録されていること。 

(2) 申請者に配偶者がある場合は、補助対象住宅の取得日(当該補助対象住宅

の所有権登記が完了した日をいう。なお、建物が未登記の場合は、当該補助



 

 

対象住宅を取得したと村長が認めた日をいう。以下同じ。)において、当該

申請者又は当該配偶者の年齢が49歳以下であること。 

(3) 申請者がひとり親又は単身者である場合は、補助対象住宅の取得日にお

いて、当該申請者の年齢が49歳以下であること。 

(4) 補助金の交付申請時において、補助対象住宅に定住していること。 

(5) 世帯員(同居人を含む。)全員が村税等を滞納していないこと。 

(6) 過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。 

(7) 自治組織(区、自治会及び隣組)にそれぞれ加入し、地域の行事に積極的

に参加すること。 

(補助金の額) 

第５条 補助金の額は、新築及び中古住宅の取得においては30万円、増改築リフ

ォームにおいては15万円とする。ただし、次の各号に掲げる場合に該当すると

きは、それぞれ当該各号に定める金額を加算するものとする。 

(1) 申請日において、申請者が属する世帯に、15歳に達する日以後の最初の

３月31日までの間にある子どもがいる場合、又は母子健康手帳の交付を受け

ている場合10万円 

(2) 申請者又はその配偶者の親又は祖父母(以下「親等」という。)が、申請

者と同居しており、申請日から遡って１年以上継続して村内に居住し、か

つ、村税を滞納していない場合20万円 

(3) 申請者又はその配偶者の親等が、申請日から遡って１年以上継続して村

内に居住し、申請者と同居しておらず、かつ、村税を滞納していない場合10

万円 

(4) 申請者又はその配偶者が補助対象住宅の取得日の前後１年間以内に本村

以外の市町村(特別区を含む。以下同じ)から本村に転入した者で、転入する

日前１年間に本村の住民基本台帳に記録されていない場合10万円 

２ 前項により算出した金額が、補助対象住宅の取得費(定住促進のための住宅

用地取得・住宅新築等助成金交付要綱(平成29年豊丘村訓令第７号)第５条第２

項に規定する住宅新築等助成金の対象経費をいう。)に１／10を乗じた額を超

える場合は、補助金の額は補助対象住宅の取得費に１／10を乗じた額(1,000円



 

 

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額)とする。 

(交付の申請) 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象住宅の取得日から３年以

内に豊丘村若い世代の住宅取得補助金交付申請書(様式第１号)に次に掲げる書

類を添付の上、村長に申請しなければならない。ただし、定住促進のための住

宅用地取得・住宅新築等助成金と同時に申請を行う場合は、重複する書類の添

付を省略することができる。 

(1) 誓約書(様式第２号) 

(2) 世帯全員(同居人がいる場合は、その世帯を含む。)の住民票の写し(続柄

が記載されたものに限る。) 

(3) 補助対象住宅の所有者が分かる登記事項証明書(全部事項証明書に限

る。) 

(4) 納税義務のある世帯員全員の過去３年分の市区町村税の納税証明書(ただ

し、豊丘村に納税義務がある分については、課税・納税状況に関する公簿等

の閲覧同意書(様式第７号)を提出した場合に限り添付を省略することができ

る。) 

(5) 建築工事請負契約書又は不動産売買契約書の写し 

(6) 前条第１号に該当するもののうち、これから子が誕生する場合は、交付

を受けた母子健康手帳の写し 

(7) 前条第２号又は第３号に該当する場合は、親等の世帯に係る世帯全員の

住民票の写し、親等の世帯に係る納税義務のある世帯員全員の過去３年分の

市区町村税の納税証明書(ただし、豊丘村に納税義務がある分については、

課税・納税状況に関する公簿等の閲覧同意書(様式第７号)を提出した場合に

限り添付を省略することができる。)及び申請者又はその配偶者と村内に居

住する親との続柄を証明できる戸籍全部事項証明書 

(8) 前条第４号に該当する場合は、転入者の戸籍の附票の写し(転入する日前

１年間に本村以外の市町村に住所を有していたことが分かるものに限る。) 

(9) その他村長が必要があると認める書類 

(交付の決定) 



 

 

第７条 村長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定し、豊丘村若い世代の住宅取得補助金交付(不

交付)決定通知書(様式第３号)により当該申請者に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者(以下「交付決定者」と

いう。)は、補助金の交付を受けようとするときは、交付決定日から１月以内

に豊丘村若い世代の住宅取得補助金交付請求書(様式第４号)により、村長に請

求しなければならない。 

(補助金の返還) 

第９条 補助金の返還は、定住促進のための住宅取得・住宅新築等助成金交付要

綱(平成29年豊丘村訓令第７号)第12条の規定を準用する。 

(補則) 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

２ この要綱の改正前に行われた申請については、なお従前の例による。  


